【参考例１】
○○市（区町村）農地利用状況調査員設置要綱
○○年○○月○○日
○○農業委員会
（目的）
第１条　○○市（区町村）農業委員会（以下「委員会」という。）は、優良農地の確保と有効利用に向けた遊休農地の発生防止と解消、意欲ある多様な農業者への農地集積の推進を図る観点から、農地法第30条の規定に基づく利用状況調査の実施にあたり、委員会に○○市（区町村）農地利用状況調査員（以下「調査員」という。）を置く。
（職務）
第２条　調査員は、第１条の目的を達成するため次の業務を行う。
（１）毎年１回、担当する地区の農地の利用状況について確認すること。
（２）必要に応じて、農業委員会会長（以下「会長」という。）の指示のもと、担当する地区の農地の利用状況について確認すること。
（３）確認・把握した遊休農地、農地の違反転用等について、速やかに農業委員会に報告すること。
（４）その他「利用状況調査実施要領」に基づき、会長が必要と認めた業務。
（資格）
第３条　調査員の資格は次の通りとする。
　　広く農業に関心を持ち、地域の農地事情に通じている者。
（調査員の数）
第４条　調査員は、○○人とし、地区担当の調査員数は別表の通りとする。
（委嘱）
第５条　調査は、地区を担当する委員から推薦された者のうちから、地域別、その他を勘案し、会長が委嘱する。
（任期）
第６条　調査員の任期は、委嘱のあった日から委嘱のあった日の属する年度の末日までとする。ただし、再任は妨げない。
２　調査員を解嘱した場合は、速やかに後任の調査員を委嘱する。ただし、その任期は、前任者の残任期間とする。
（解嘱）
第７条　会長は、調査員が次の各号の一に該当することになった場合は解嘱することができる。
（１）第３条に掲げる資格を失ったとき。
（２）辞退の申し出があったとき。
（３）その他会長が解嘱する必要があると認めたとき。
（会議）
第８条　会長は、必要に応じて調査員会議（報告・検討会等）を開催することができる。
（手当）
第９条　調査員には、手当を支給する。
２　手当は、日額○○○○円とし、毎月一括して支払う。
（その他）
第１０条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が定める。
　附　則
　この要綱は、平成○○年○月○日から施行する。
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